
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　静電気障害が懸念される精密部品の包装材料として用いられるシートであって、メルト
インデックスが０．１～５ｇ／１０分のポリプロピレン系樹脂（Ａ）と、

低密度ポリエチレン及び直鎖状低密度ポリエチレン
ポリエチレン系樹脂（Ｂ）と、帯電防止剤（Ｃ）とを含み、かつ下記の要件（１）

～（３）を充足する帯電防止性樹脂組成物で構成されるとともに、少なくともシート表面
近傍で、（Ａ）ポリプロピレン系樹脂と（Ｂ）ポリエチレン系樹脂とが両連続構造を形成
しているシート。
　（１）ポリプロピレン系樹脂（Ａ）のメルトインデックス（ＭＩ A）と、ポリエチレン
系樹脂（Ｂ）のメルトインデックス（ＭＩ B）との割合（ＭＩ A／ＭＩ B）が、ＭＩ A／ＭＩ

B＝ であること
　（２）ポリプロピレン系樹脂（Ａ）とポリエチレン系樹脂（Ｂ）との割合（重量比）が
、ポリプロピレン系樹脂（Ａ）／ポリエチレン系樹脂（Ｂ）＝ であ
ること
　（３）帯電防止剤（Ｃ）の割合が、ポリプロピレン系樹脂（Ａ）とポリエチレン系樹脂
（Ｂ）との合計１００重量部に対して、０．１～５重量部であること
【請求項２】
　ポリエチレン系樹脂（Ｂ）が、エチレンと直鎖状Ｃ 3 - 1 2α－オレフィンとの割合（モル
比）が、前者／後者＝８０／２０～９９．９／０．１の共重合体であり、かつ密度が０．

10

20

JP 3795776 B2 2006.7.12

直鎖状低密度ポ
リエチレン、又は の組み合わせで構成
された

１／１．５～１／１０

６０／４０～９５／５



９～０．９５ｇ／ｃｍ 3の直鎖状低密度ポリエチレンである請求項１記載のシート。
【請求項３】
　帯電防止剤（Ｃ）が、アミン系帯電防止剤、脂肪酸アミド系帯電防止剤、脂肪酸エステ
ル系帯電防止剤及びポリオキシアルキレン系帯電防止剤から選択された少なくとも一種で
ある請求項１記載のシート。
【請求項４】
　ポリプロピレン系樹脂（Ａ）のメルトインデックスが０．２～２ｇ／１０分、ポリエチ
レン系樹脂（Ｂ）のメルトインデックスが１．２～１０ｇ／１０分である請求項１記載の
シート。
【請求項５】
　帯電防止性樹脂組成物が、メルトインデックス０．５～１ｇ／１０分のホモポリプロピ
レン（Ａ）、メルトインデックス２～８ｇ／１０分の直鎖状低密度ポリエチレン（Ｂ）及
び帯電防止剤（Ｃ）を含む組成物であって、ホモポリプロピレン（Ａ）のメルトインデッ
クス（ＭＩ A）と直鎖状低密度ポリエチレン（Ｂ）のメルトインデックス（ＭＩ B）との割
合（ＭＩ A／ＭＩ B）が、ＭＩ A／ＭＩ B＝１／２～ であり つ帯電防止剤（Ｃ）
の割合が、ホモポリプロピレン（Ａ）及び直鎖状低密度ポリエチレン（Ｂ）の合計１００
重量部に対して、０．３～２重量部である請求項１記載のシート。
【請求項６】
　少なくとも一方の最表層を請求項１記載のシートで構成した積層シート。
【請求項７】
　請求項１記載のシートを熱成形して得られた成形品。
【請求項８】
　請求項１記載のシートを熱成形することにより、得られた容器の表裏面双方での帯電防
止性を改善する方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、半導体や電子部品等の精密部品の包装材料として適した帯電防止性樹脂組成物
、その組成物で構成されたシート、及びそのシートで形成された成形品に関する。
【０００２】
【従来の技術】
近年、半導体や電子部品用包装材料としては、静電気による障害又は破壊（ＥＳＤ破壊）
や粉塵の付着を防ぐために、少なくとも帯電防止レベルまでの表面導電性が付与されたプ
ラスチック材料が用いられている。半導体や電子部品用包装材料としては、例えば、エン
ボステープやトレー、マガジン等の電子部品搬送用容器などが挙げられるが、電子機器の
製品寿命は短く、電子部品のリニューアルも頻繁に行われる。そこで、電子部品搬送用容
器の成形方法は、金型費用のかかる射出成形から、金型が安価で形状修正が容易な真空成
形 (シートの熱成形 )に移行している。
【０００３】
通常、絶縁レベルのプラスチックを帯電防止レベルにするために、低分子量の帯電防止剤
の塗布や練り込みが行われている。帯電防止剤を塗布した場合は、即効性に優れるが、成
形品を繰り返し使用すると、表面の被膜が除去される虞がある。帯電防止剤を練り込んだ
場合は、表面の被膜が除去されても、帯電防止剤のブリードアウトによって帯電防止性が
回復する。
【０００４】
しかし、帯電防止剤を練り込んでも、熱成形による絞り度の大きな部位（例えば、容器の
コーナー部）では、帯電防止効果が低下し、帯電防止性効果が有効に発現し難い。特に、
最近、電子部品搬送用容器において、熱成形品は、射出成形品並みの寸法精度が求められ
、成形品の各部位で高い絞りが要求されている。従って、高い絞り比を有する部位でも、
充分な帯電防止効果を示す成形品、及びそのためのシートが求められる。
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【０００５】
また、電子部品搬送用容器の中で、摩擦や振動によって発生する磨耗紛の発生を嫌う用途
では、ポリプロピレン系樹脂で形成された容器が好ましく使用される。しかし、ポリプロ
ピレン系樹脂は、成形条件によって結晶構造が変化しやすく、この変化によって帯電防止
性の発現速度が左右される。例えば、金型に接触する面は急冷により帯電防止性の発現が
早いが、反対面は徐冷されることにより帯電防止性の発現が遅れる。
【０００６】
特開昭６３－１０５０６１号公報には、低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）、中密度ポリエ
チレン（ＭＤＰＥ）、高密度ポリエチレン（ＨＤＰＥ）、直鎖状低密度ポリエチレン（Ｌ
ＬＤＰＥ）等のポリエチレンと、帯電防止剤とを含む帯電防止特性を有する熱可塑性樹脂
組成物及びこの樹脂組成物を用いたフィルムが開示されている。また、特開平２－３０８
８２５号公報には、ＨＤＰＥとＬＬＤＰＥとの混合樹脂に、帯電防止剤０．０５～０．６
８重量％を添加した組成物で構成された一軸延伸包装用フィルムが開示されている。しか
し、これらのフィルムは、機械的特性及び耐熱性や、高い絞り比を有する部位や金型非接
触面で、帯電防止性の効果や発現が充分でない。
【０００７】
特開平５－３８７５３号公報には、ポリプロピレンなどのポリオレフィンと、ポリオキシ
アルキレングリコール類と、空隙率０．７５～０．９５の無機多孔質粉体とを含む樹脂組
成物で構成された延伸ポリオレフィンフィルムが開示されている。この文献では、無機多
孔質の多孔内に帯電防止剤を取り込ませることにより、多量の帯電防止剤の配合を可能と
し、帯電防止効果を向上させている。しかし、このフィルムでも、機械的特性が低下し、
高い絞り比を有する部位や金型との非接触面での帯電防止性の発現が充分でない。
【０００８】
【発明が解決しようとする課題】
従って、本発明の目的は、成形品において、金型非接触面や高い絞り比を有する深絞り部
でも、金型接触面と同様に高い帯電防止性を付与できるポリオレフィン系樹脂組成物、そ
の組成物で構成されたシート、及びそのシートで形成された成形品を提供することにある
。
【０００９】
本発明の他の目的は、ドローダウンなどを生じることがなく、熱成形性及び二次成形性に
優れ、高い帯電防止性を成形品の全体に亘り、均一に付与できるポリオレフィン系樹脂組
成物、その組成物で構成されたシート、及びそのシートで形成された成形品を提供するこ
とにある。
【００１０】
【課題を解決するための手段】
　本発明者らは、鋭意検討した結果、ポリプロピレン系樹脂と特定のポリエチレン系樹脂
と帯電防止剤とを 組み合わせることにより、成形品において、金型非接触面
及び容器などの成形品の絞り部でも金型接触面と同様に優れた帯電防止性を付与できるポ
リオレフィン系樹脂組成物で構成されたシートを見出し、本発明を完成するに至った。
【００１１】
　すなわち、本発明のシートは、静電気障害が懸念される精密部品の包装材料として用い
られるシートであって、メルトインデックスが０．１～５ｇ／１０分のポリプロピレン系
樹脂（Ａ）と、 低密度ポリエチレン及び直鎖状低密度ポ
リエチレン ポリエチレン系樹脂（Ｂ）と、帯電防止剤（Ｃ）と
を含み、かつ前記ポリプロピレン系樹脂（Ａ）のメルトインデックス（ＭＩ A）と前記ポ
リエチレン系樹脂（Ｂ）のメルトインデックス（ＭＩ B）との割合（ＭＩ A／ＭＩ B）が、
ＭＩ A／ＭＩ B＝ である帯電防止性樹脂組成物で構成されるとともに
、少なくともシート表面近傍で、（Ａ）ポリプロピレン系樹脂と（Ｂ）ポリエチレン系樹
脂とが両連続構造を形成している。また、ポリプロピレン系樹脂（Ａ）とポリエチレン系
樹脂（Ｂ）との割合（重量比）は、ポリプロピレン系樹脂（Ａ）／ポリエチレン系樹脂（
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Ｂ）＝ 程度である。ポリエチレン系樹脂（Ｂ）は、エチレンと直鎖
状Ｃ 3 - 1 2α－オレフィンとの割合（モル比）が、前者／後者＝８０／２０～９９．９／０
．１程度の共重合体であり、かつ密度が０．９～０．９５ｇ／ｃｍ 3程度の直鎖状低密度
ポリエチレンであってもよい。帯電防止剤（Ｃ）は、アミン系帯電防止剤、脂肪酸アミド
系帯電防止剤、脂肪酸エステル系帯電防止剤、ポリオキシアルキレン系帯電防止剤等であ
ってもよい。樹脂成分のメルトインデックスについて、ポリプロピレン系樹脂（Ａ）のメ
ルトインデックスが０．２～２ｇ／１０分程度で、ポリエチレン系樹脂（Ｂ）のメルトイ
ンデックスが１．２～１０ｇ／１０分程度であり、かつポリプロピレン系樹脂（Ａ）のメ
ルトインデックス（ＭＩ A）とポリエチレン系樹脂（Ｂ）のメルトインデックス（ＭＩ B）
との割合（ＭＩ A／ＭＩ B）が、ＭＩ A／ＭＩ B＝１／２～ 程度であってもよい。帯
電防止剤（Ｃ）の割合は、ポリプロピレン系樹脂（Ａ）とポリエチレン系樹脂（Ｂ）との
合計１００重量部に対して、０．１～５重量部程度である。
【００１２】

発明には、このシートを熱成形して得られた成形品も含まれる。
【００１３】
　本発明には、前 ートを熱成形することにより、得られた容器の表裏面双方での帯電
防止性を改善する方法も含まれる。
【００１４】
【発明の実施の形態】
［ポリプロピレン系樹脂（Ａ）］
本発明のポリオレフィン系樹脂組成物は、ポリプロピレン系樹脂（Ａ）を含んでいる。ポ
リプロピレン系樹脂（Ａ）は、具体的には、プロピレンホモポリマー又はプロピレン－α
－オレフィン共重合体が含まれる。α－オレフィンとしては、エチレン、１－ブテン、３
－メチル－１－ペンテン、４－メチル－１－ブテン、１－ヘキセン、１－オクテン、１－
ノネン、１－デセン、１－ウンデセン、１－ドデセン等のα－Ｃ 2 - 1 6（好ましくはＣ 2 - 8

、さらに好ましくはＣ 2 - 4）オレフィンが例示できる。共重合体において、プロピレンと
α－オレフィンとの割合（モル比）が、プロピレン／α－オレフィン＝７０／３０～１０
０／０、好ましくは８０／２０～１００／０、さらに好ましくは９０／１０～１００／０
（特に９５／５～１００／０）程度である。α－オレフィンの割合が３０モル％を超える
と、剛性や耐熱性が低下する。用途に応じて、ホモポリマー、共重合体を使い分けること
が可能であり、成形品の剛性の点からは、プロピレン含量が９０～１００モル％程度のポ
リマー、例えば、プロピレンホモポリマーが使用でき、帯電防止性の点からは、共重合体
が使用できる。
【００１５】
共重合体の形態は、ブロック共重合体、ランダム共重合体のいずれでもよい。なお、ブロ
ック共重合体は、弾性率が低下し、シート化したとき、剛性、腰が低下し易い。そのため
、ポリプロピレン系樹脂全体は、非ブロック共重合体であるのが好ましい。
【００１６】
ポリプロピレン系樹脂はアタクチック重合体であってもよく、その立体規則性は、特に限
定されず、アイソタクチック、シンジオタクチック、メタロセン触媒により生成するメタ
ロセン構造等が例示できる。これらのうち、簡便性及び経済性の点から、従来より汎用さ
れているアイソタクチック構造を有するポリプロピレン系樹脂が好ましい。
【００１７】
ポリプロピレン系樹脂（Ａ）は単独で又は二種以上組み合わせて使用できる。
【００１８】
ポリプロピレン系樹脂（Ａ）のメルトインデックス（ＭＩ A）は、０．１～５ｇ／１０分
、好ましくは０．２～２ｇ／１０分、さらに好ましくは０．５～１ｇ／１０分程度である
。メルトインデックスＭＩ Aが高すぎると、弾性率、剛性が低下するとともに、熱成形時
にドローダウンしやすくなり、二次成形が困難となる。また、成形品の厚みが不均一にな
るだけでなく、しわの原因になる。メルトインデックスＭＩ Aが低すぎると、押出成形が
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困難となる。なお、メルトインデックスＭＩ Aは、ＪＩＳ　Ｋ　７２１０に準じて、ＪＩ
Ｓ　Ｋ　７２１０の表１の条件１４（試験温度２３０℃、試験荷重２１．１８Ｎ）で測定
した値である。
【００１９】
［ポリエチレン系樹脂（Ｂ）］
帯電防止性を向上させるため、本発明のポリオレフィン系樹脂組成物は、さらにポリエチ
レン系樹脂（Ｂ）を含んでいる。このポリエチレン系樹脂（Ｂ）は、低密度ポリエチレン
（ＬＤＰＥ）及び／又は直鎖状低密度ポリエチレン（ＬＬＤＰＥ）である。
【００２０】
低密度ポリエチレン又は直鎖状低密度ポリエチレンの密度は、０．９～０．９５ｇ／ｃｍ
3、好ましくは０．９１～０．９４５ｇ／ｃｍ 3、さらに好ましくは０．９１～０．９４ｇ
／ｃｍ 3（特に０．９１～０．９３ｇ／ｃｍ 3）程度である。
【００２１】
前記ポリエチレン系樹脂（Ｂ）のうち、特に、直鎖状低密度ポリエチレンが好ましい。直
鎖状低密度ポリエチレンを用いると、延伸部（配向部）での帯電防止性、特に成形品にお
ける高絞り比の部位での帯電防止性の早期発現や効果を高めることができる。また、金型
の非接触部でも、接触部と同様に帯電防止性の早期発現や帯電防止性を発揮でき、成形品
における表面と裏面との帯電防止性の差異を少なくできる。また、直鎖状低密度ポリエチ
レンを用いると、少なくともシート表面近傍（例えば、シート表面から５μｍまでの深さ
）で、直鎖状低密度ポリエチレンが連続相を形成し易い。すなわち、直鎖状低密度ポリエ
チレンを用いると、シート表面近傍で、直鎖状低密度ポリエチレンとポリプロピレンとが
両連続構造（網目構造）を形成している。シートの内部では、ポリプロピレンがマトリッ
クスで直鎖低密度ポリエチレンが分散相である海島構造を形成しているようである。
【００２２】
　直鎖状低密度ポリエチレンとは、低圧重合法によって得られる分岐鎖の少ないポリエチ
レンであって、エチレンとα－オレフィンとの共重合体である。α－オレフィンとしては
、具体的に、エチレン以外のα－オレフィン、例えば、プロピレン、１－ブテン、１－ペ
ンテン、１－ヘキセン、１－ヘプテン、１－オクテン、４－メチル－１－ペンテン等のα
－Ｃ 3 - 1 2オレフィンが例示できる。これらのα－オレフィンのうち、好ましくはα－Ｃ -

1 0オレフィン、さらに好ましくはα－Ｃ 3 - 8オレフィン、さらに好ましくは直鎖状α－Ｃ 5

- 8オレフィン（例えば、１－ヘキサンや１－オクテン等）である。これらのα－オレフィ
ンは、単独で又は二種以上組み合わせて使用できる。
【００２３】
直鎖状低密度ポリエチレンにおいて、エチレンとα－オレフィンとの割合（モル比）は、
エチレン／α－オレフィン＝８０／２０～９９．９／０．１、好ましくは８５／１５～９
９．５／０．５、さらに好ましくは９０／１０～９９／１程度である。
【００２４】
ポリエチレン系樹脂（Ｂ）は単独で又は二種以上組み合わせて使用できる。
【００２５】
ポリエチレン系樹脂（Ｂ）のメルトインデックス（ＭＩ B）は、１～１５ｇ／１０分、好
ましくは１．２～１０ｇ／１０分、さらに好ましくは２～８ｇ／１０分程度である。メル
トインデックスＭＩ Bが高すぎると、熱成形時にドローダウンしやすく、成形品の厚みが
不均一になるだけでなく、しわの原因になる。メルトインデックスＭＩ Bが低すぎると、
ポリプロピレン系樹脂（Ａ）とのブレンド系において、分散性が悪く、帯電防止性の発現
が遅れる虞がある。なお、メルトインデックスＭＩ Bは、ＪＩＳ　Ｋ　７２１０に準じて
、ＪＩＳ　Ｋ　７２１０の表１の条件４（試験温度１９０℃、試験荷重２１．１８Ｎ）で
測定した値である。
【００２６】
本発明のポリオレフィン系樹脂組成物において、前記両樹脂のメルトインデックスの関係
は、ポリプロピレン系樹脂（Ａ）のメルトインデックスＭＩ Aよりもポリエチレン系樹脂
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（Ｂ）のメルトインデックスＭＩ Bの方が大きい関係が好ましく、例えば、ＭＩ A／ＭＩ B

＝１／１．５～１／３０、好ましくは１／２～１／２０、さらに好ましくは１／３～１／
１０程度である。前記メルトインデックス比がこの範囲にあると、少なくともシート表面
近傍において、（Ａ）ポリプロピレン系樹脂と（Ｂ）ポリエチレン系樹脂とが相分離構造
を有し、かつ（Ｂ）ポリエチレン系樹脂が連続相を形成し易い。帯電防止剤はポリプロピ
レン系樹脂（Ａ）相内よりも、ポリエチレン系樹脂（Ｂ）相内において移動し易いため、
ポリエチレン系樹脂層が表面近傍で連続相を形成すると、帯電防止剤は表面にブリードし
易くなり、早期の帯電防止効果が発現される。
【００２７】
前記メルトインデックスの関係は、主に熱成形過程でのドローダウンの点からも規定され
る。このような関係を有するポリプロピレン系樹脂（Ａ）とポリエチレン系樹脂（Ｂ）と
を用いてもドローダウンが生じる場合には、ポリエチレン系樹脂（Ｂ）として低密度ポリ
エチレンを使用したり、高溶融張力ポリプロピレンなどをさらに添加してもよい。
【００２８】
ポリプロピレン系樹脂（Ａ）とポリエチレン系樹脂（Ｂ）との割合（重量比）は、ポリプ
ロピレン系樹脂（Ａ）／ポリエチレン系樹脂（Ｂ）＝５０／５０～９９／１、好ましくは
６０／４０～９５／５、さらに好ましくは６５／３５～９０／１０（例えば、７０／３０
～９０／１０）程度である。ポリプロピレン系樹脂（Ａ）の割合が少なすぎると、耐熱性
や剛性、弾力性等が低下する。ポリエチレン系樹脂（Ｂ）の割合が少なすぎると、帯電防
止性の改良効果が低く、特に絞り比が高い部位での帯電防止性の発現が遅れる。
【００２９】
本発明のポリオレフィン系樹脂組成物には、必要であれば、さらに、エチレン系樹脂、例
えば、中密度ポリエチレン、高密度ポリエチレン、分岐鎖状ポリエチレン、低分子量ポリ
エチレン、アイオノマー、塩素化ポリエチレン等を含んでいてもよい。
【００３０】
［（Ｃ）帯電防止剤］
前記組成物と帯電防止剤（Ｃ）とを組み合わせると、帯電防止性に優れた樹脂組成物が得
られる。
【００３１】
帯電防止剤（Ｃ）としては、例えば、ノニオン性帯電防止剤、アニオン性帯電防止剤、カ
チオン性帯電防止剤、両性帯電防止剤等の帯電防止剤が挙げられる。
【００３２】
ノニオン性帯電防止剤としては、多価アルコール脂肪酸エステル［グリセリン、トリメチ
ロールプロパン、ペンタエリスリトール、ソルビトール、ショ糖等の多価アルコールと脂
肪酸とのエステル、例えば、グリセリンＣ 6 - 2 4脂肪酸エステル（特に、グリセリンＣ 8 - 1 8

脂肪酸エステル）などのグリセリン脂肪酸エステル；これらのグリセリン脂肪酸エステル
に対応するショ糖脂肪酸エステル；ソルビタンＣ 6 - 2 4脂肪酸エステル（特に、ソルビタン
Ｃ 8 - 1 8脂肪酸エステル）などのソルビタン脂肪酸エステル］、ポリオキシエチレンアルキ
ルエーテル［例えば、ポリオキシエチレン（オキシエチレン基平均付加モル数１～３０）
Ｃ 6 - 2 4アルキルエーテル（特に、ポリオキシエチレンＣ 8 - 1 8アルキルエーテル）など］、
ポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテル［例えば、ポリオキシエチレン（オキシエ
チレン基平均付加モル数１～３０）Ｃ 6 - 2 4アルキルフェニルエーテル（特に、ポリオキシ
エチレンＣ 8 - 1 8アルキルフェニルエーテル）など］、Ｎ，Ｎ－ビス（２－ヒドロキシエチ
ル）アルキルアミン（いわゆる、アルキルジエタノールアミン）［例えば、Ｎ，Ｎ－ビス
（２－ヒドロキシエチル）Ｃ 6 - 2 4アルキルアミン（特に、Ｎ，Ｎ－ビス（２－ヒドロキシ
エチル）Ｃ 8 - 1 8アルキルアミン）など］、Ｎ－２－ヒドロキシエチル－Ｎ－２－ヒドロキ
シアルキルアミン（いわゆる、ヒドロキシアルキルアミンモノエタノールアミン）［例え
ば、Ｎ－２－ヒドロキシエチル－Ｎ－２－ヒドロキシＣ 6 - 2 4アルキルアミン（特に、Ｎ－
２－ヒドロキシエチル－Ｎ－２－ヒドロキシＣ 8 - 1 8アルキルアミン）など］、ポリオキシ
エチレンアルキルアミン［例えば、ポリオキシエチレン（オキシエチレン基平均付加モル
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数１～３０）Ｃ 6 - 2 4アルキルアミン（特に、ポリオキシエチレンＣ 8 - 1 8アルキルアミン）
など］、Ｎ，Ｎ－ビス（２－ヒドロキシエチル）脂肪酸アミド［例えば、Ｎ，Ｎ－ビス（
２－ヒドロキシエチル）Ｃ 6 - 2 4脂肪酸アミド（特に、Ｎ，Ｎ－ビス（２－ヒドロキシエチ
ル）Ｃ 8 - 1 8脂肪酸アミド）など］、ポリオキシエチレンアルキルアミン脂肪酸エステル［
例えば、ポリオキシエチレン（オキシエチレン基平均付加モル数１～３０）Ｃ 6 - 2 4アルキ
ルアミンＣ 6 - 2 4脂肪酸エステル（特に、ポリオキシエチレンＣ 8 - 1 8アルキルアミンＣ 8 - 1 8

脂肪酸エステル）など］、アルキルジエタノールアミド［例えば、Ｃ 6 - 2 4アルキルジエタ
ノールアミド（特に、Ｃ 8 - 1 8アルキルジエタノールアミド）など］、ポリオキシエチレン
アルキルアミド［例えば、ポリオキシエチレン（オキシエチレン基平均付加モル数１～３
０）Ｃ 6 - 2 4アルキルアミド（特に、ポリオキシエチレンＣ 8 - 1 8アルキルアミド）など］等
が挙げられる。
【００３３】
アニオン性帯電防止剤としては、アルキルスルホン酸塩［例えば、Ｃ 6 - 2 4アルキルスルホ
ン酸塩（特に、Ｃ 8 - 1 8アルキルスルホン酸塩）など］、アルキルベンゼンスルホン酸塩［
例えば、Ｃ 6 - 2 4アルキルベンゼンスルホン酸塩（特に、Ｃ 8 - 1 8アルキルベンゼンスルホン
酸塩）など］、アルキルジフェニルエーテルジスルホン酸塩［例えば、Ｃ 6 - 2 4アルキルジ
フェニルエーテルジスルホン酸塩（特に、Ｃ 8 - 1 8アルキルジフェニルエーテルスルホン酸
塩）など］、アルキル硫酸エステル塩［例えば、Ｃ 6 - 2 4アルキル硫酸エステル塩（特に、
Ｃ 8 - 1 8アルキル硫酸エステル塩）など］、アルキルホスフェート［例えば、Ｃ 6 - 2 4アルキ
ルホスフェート（特に、Ｃ 8 - 1 8アルキルホスフェート）など］等が挙げられる。塩として
は、アンモニア、アミン、アルカリ金属（例えば、ナトリウム）やアルカリ土類金属等と
の塩が挙げられる。
【００３４】
カチオン性帯電防止剤としては、テトラアルキルアンモニウム塩［例えば、テトラＣ 1 - 2 4

アルキルアンモニウム塩（特に、テトラＣ 1 - 1 8アルキルアンモニウム塩）など］、トリア
ルキルベンジルアンモニウム塩［例えば、トリＣ 1 - 2 4アルキルベンジルアンモニウム塩（
特に、トリＣ 1 - 1 8アルキルベンジルアンモニウム塩）など］等が挙げられる。塩としては
、ハロゲン原子（例えば、塩素原子、臭素原子）、過塩素酸等との塩が挙げられる。
【００３５】
両性帯電防止剤としては、アルキルベタイン［例えば、Ｃ 1 - 2 4アルキルベタイン（特に、
Ｃ 1 - 1 8アルキルベタイン）など］、アルキルイミダゾリウムベタイン［例えば、Ｃ 1 - 2 4ア
ルキルイミダゾリウムベタイン（特に、Ｃ 1 - 1 8アルキルイミダゾリウムベタイン）など］
、ヒドロキシアルキルイミダゾリン硫酸エステル［例えば、ヒドロキシＣ 1 - 2 4アルキルイ
ミダゾリン硫酸エステル（特に、ヒドロキシＣ 1 - 1 8アルキルイミダゾリン硫酸エステル）
］等が挙げられる。
【００３６】
前記帯電防止剤のＨＬＢ値は、１～２０、好ましくは２～１５、さらに好ましくは２～１
２程度である。
【００３７】
これらの帯電防止剤（Ｃ）のうち、ポリオレフィン系樹脂との相溶性との点から、ノニオ
ン性帯電防止剤、特に、アミン系帯電防止剤［前記のＮ，Ｎ－ビス（２－ヒドロキシエチ
ル）アルキルアミンやＮ－２－ヒドロキシエチル－Ｎ－２－ヒドロキシアルキルアミン、
ポリオキシエチレンアルキルアミン等］、脂肪酸アミド系帯電防止剤［前記のＮ，Ｎ－ビ
ス（２－ヒドロキシエチル）脂肪酸アミドなど］、脂肪酸エステル系帯電防止剤［前記の
グリセリン脂肪酸エステルやソルビタン脂肪酸エステル等の多価アルコールの脂肪酸エス
テルなど］、ポリオキシアルキレン系帯電防止剤［前記のポリオキシエチレンアルキルエ
ーテルやポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンアルキルア
ミン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレンアルキルアミド等］等が好ましい。これらのう
ち、アルキルジエタノールアミンが汎用され、特に、透明性が必要な場合に好ましい。こ
れらの帯電防止剤（Ｃ）は、単独で又は二種以上組み合わせて使用できる。
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【００３８】
帯電防止剤（Ｃ）の重量平均分子量は、２０００以下、好ましくは１５０～１０００、さ
らに好ましくは２００～１０００程度である。
【００３９】
帯電防止剤（Ｃ）の割合は、ポリプロピレン系樹脂（Ａ）及びポリエチレン系樹脂（Ｂ）
の総量は１００重量部に対して、０．１～５重量部、好ましくは０．３～２重量部、さら
に好ましくは０．５～１．５重量部程度である。なお、（Ａ）～（Ｃ）成分の種類によっ
て、最適な範囲は変化し、一概には言えないが、帯電防止剤（Ｃ）が多すぎると、樹脂組
成物の物性低下や表面のべとつきが発生し汚れの原因となり、帯電防止剤（Ｃ）が少なす
ぎると、帯電防止効果が充分ではない。
【００４０】
［他の添加剤］
本発明の帯電防止性樹脂組成物には、帯電防止効果を調整する目的で、高分子量の帯電防
止剤、金属酸化物、カーボンブラック、導電性付与剤、高級アルコール等を加えてもよい
。
【００４１】
さらに、必要に応じて、着色剤、分散剤、離型剤、安定化剤（酸化防止剤、紫外線吸収剤
、熱安定化剤等）、難燃剤、滑剤、アンチブロッキング剤、充填剤等を添加してもよい。
【００４２】
［ポリオレフィン系樹脂シート］
本発明のポリオレフィン系樹脂シートは、前記樹脂組成物で構成されている。シート全体
の厚みは、０．０１～３ｍｍ、好ましくは０．１～２ｍｍ、さらに好ましくは０．１５～
１．５ｍｍ程度であってもよい。
【００４３】
前記シートは、単層シートであってもよく、複数の層で構成された積層シートであっても
よい。積層シートでは、少なくとも一方の最表層を、本発明の樹脂組成物で構成するのが
好ましい。積層シートは、共押出法、ヒートラミネーションやドライラミネーション等の
方法により調製でき、必ずしも接着剤を必要としない。なお、本発明の樹脂組成物やシー
トで表層を構成し、中間層を帯電防止剤を含まない層にすることにより、高価な帯電防止
剤の使用量を低減することができる。
【００４４】
前記シート（特に、帯電防止剤を含有するシート）は、ＪＩＳ　Ｋ　６９１１に準拠して
測定した表面固有抵抗値が、成形後温度２０℃、湿度５０％ＲＨで２週間経過したとき、
１．０×１０ 1 3Ω／□以下、好ましくは１．０×１０ 1 2～１．０×１０ 8Ω／□、さらに
好ましくは１．０×１０ 1 1～１．０×１０ 8Ω／□程度であり、帯電防止効果及び帯電防
止能の回復力に優れる。
【００４５】
前記シートの製造方法は、特に制限されず、前記樹脂組成物のペレットを、通常の押出し
成形機に供給し、溶融混練してダイ［フラット状、Ｔ状（Ｔダイ）、円筒状（サーキュラ
ダイ）等］から押出してシート状に成形できる。シートは、延伸（一軸延伸や二軸延伸等
）してもよいが、通常、押し出し方向にドロー（引取り）を作用させた未延伸シートであ
る。また、化学発泡剤の添加や発泡ガスの含浸によって、発泡押出成形し、発泡シートと
してもよい。なお、シート成形において、押し出されたシートは、通常、冷却ロール（チ
ルロール）で冷却され、巻き取ることができる。このようなシート成形において、シート
の一方の面が冷却されても、シート両面での帯電防止性を向上できる。溶融温度は、１５
０～２５０℃、好ましくは２００～２４０℃程度である。得られたシートはその一面ない
し両面に、さらに帯電防止剤、カーボンブラック、金属酸化物等の導電性付与剤、離型剤
等を塗布してもよい。
【００４６】
［二次成形品］
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本発明のポリオレフィン系樹脂シートは、自由吹込成形、真空成形、折り曲げ加工、圧空
成形、マッチモールド成形、熱板成形等の慣用の熱成形などで二次成形することができる
。二次成形品としては、例えば、包装用材料、食品用容器、薬品用容器、トレー、エンボ
ステープ又はキャリアテープ、マガジン等が挙げられる。
【００４７】
本発明の樹脂組成物及びシートでは、金型に対する非接触面のみならず、延伸や配向が生
じる熱成形域での帯電防止性も大きく向上できる。より具体的には、収容凹部を成形する
と、収容凹部の底壁の内外面及び側壁の内外面での帯電防止性を早期に発現でき、しかも
持続できる。そのため、成形容器の積重ねや積重ねた成形容器の取り出し、テープの巻回
や巻回したテープの巻き戻しにおいて、剥離帯電することもない。
【００４８】
シートや二次成形品の表面は、表面処理（例えば、コロナ放電やグロー放電等の放電処理
、酸処理、焔処理等）を行ってもよい。シートや二次成形品の表面は、導電処理又は帯電
防止処理（例えば、帯電防止剤、カーボンブラック、金属酸化物等の導電性付与剤の塗布
や混練）や、導電性被膜又は帯電防止層（例えば、導電性インキによる被膜など）を形成
してもよい。
【００４９】
本発明のシートは、帯電防止性及びその回復力に優れるとともに、耐熱性や外観等の各種
特性に優れるので、前記二次成形品の中でも、静電気障害が懸念される部品又は部材、例
えば、半導体や電子部品等の精密部品の包装材料、半導体や電子部品を収容するための収
容凹部を有する搬送用成形品（例えば、電子部品搬送用トレー、キャリアテープ等）、液
晶などの電子部品用包装材料に有用である。
【００５０】
【発明の効果】
本発明の帯電防止性樹脂組成物を用いると、金型非接触面や高い絞り比を有する深絞り部
でも、金型接触面と同様に優れた帯電防止性を有する成形品が得られる。また、二次成形
で延伸や配向しても高い帯電防止性を維持でき、成形品全体に亘り均一に帯電防止できる
。さらに、二次成形においてドローダウンを抑制できるため、耐熱性や外観に優れた成形
品を簡便に得ることができる。また、本発明のシートは、高度な帯電防止性を有するので
、半導体や電子部品の搬送容器として有用である。
【００５１】
【実施例】
以下、実施例により本発明をさらに詳しく説明するが、本発明はこれらにより限定される
ものではない。なお、実施例における各評価項目の評価方法、及び用いた各成分の内容は
以下の通りである。
【００５２】
［表面固有抵抗］
金型で成形して１日間放置した容器の底面及び側面の平坦部を切り抜き、２０℃、６０％
ＲＨで４日間調湿した。ＪＩＳ　Ｋ６９１１に準拠し、金型接触面及び非接触面の表面固
有抵抗を測定した。容器の概略断面図を図１に示す。図１に示すように、底面金型接触面
の表面抵抗を表面抵抗Ａ、底面金型非接触面の表面抵抗を表面抵抗Ｂ、側面金型接触面の
表面抵抗を表面抵抗Ｃ、側面金型非接触面の表面抵抗を表面抵抗Ｄとした。
【００５３】
［ドローダウン（ＤＤ）量］
成形したシートを、流動方向（ＭＤ方向）に２４０ｍｍ、幅方向（ＴＤ方向）に５０ｍｍ
の短冊状に任意で切り取り、５０ｍｍ幅側の両端を固定し、両面からセラミックヒーター
で等加熱速度で昇温した（２０℃／分）。融点以上に加熱されると、シートは一旦膨張し
、次いで張り戻り現象を示し、その後自重で垂れはじめる。１７５℃における垂れ量（ｍ
ｍ）を測定し、ＭＤでのドローダウン（ＤＤ）量とした。
【００５４】
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［電子顕微鏡による観察方法］
成形したシートを、１，７－オクタジエン（関東化学株式会社）に１時間浸漬し、乾燥後
、ドラフト内で四酸化オスミウム（関東化学株式会社）の蒸気に２日間さらし、染色する
。染色したシートから超薄切片を調製し、透過型電子顕微鏡によって、厚み方向の観察を
行った。
【００５５】
［各成分の内容］
（Ａ）ポリプロピレン系樹脂
ＰＰ 1：ホモポリプロピレン（トクヤマ（株）製、ＲＷ１１０、ＭＩ＝０．５）
ＰＰ 2：ブロックポリプロピレン（日本ポリケム（株）製、ＥＣ９、ＭＩ＝０．５）
ＰＰ 3：ホモポリプロピレン（チッソ（株）製、ＮＥＷＳＴＲＥＮ　ＳＨ９０００、ＭＩ
＝０．３）。
【００５６】
（Ｂ）ポリエチレン系樹脂
ＬＬＤＰＥ 1：直鎖状低密度ポリエチレン（出光石油化学（株）製、０１４４Ｎ、ＭＩ＝
１．２）
ＬＬＤＰＥ 2：直鎖状低密度ポリエチレン（出光石油化学（株）製、０２３４、ＭＩ＝２
）
ＬＬＤＰＥ 3：直鎖状低密度ポリエチレン（出光石油化学（株）製、１０１４Ｄ、ＭＩ＝
９）
ＬＬＤＰＥ 4：直鎖状低密度ポリエチレン（出光石油化学（株）製、２０２４Ｎ、ＭＩ＝
２５）
ＬＤＰＥ：低密度ポリエチレン（東ソー（株）製、ペトロセン２０７、ＭＩ＝８）
ＨＤＰＥ：高密度ポリエチレン（東ソー（株）製、ニポロンハード５７００、密度０．９
５ｇ／ｃｍ 3、ＭＦＲ＝１．０）。
【００５７】
（Ｃ）帯電防止剤
帯電防止剤：アルキルジエタノールアミン（花王（株）製、エレストマスター３２０）。
【００５８】
　実施例１～ 及び比較例１～２
　表１に示す割合で各成分をドライブレンドした後、押出機（スクリュー径１１５ｍｍ、
スクリュー長３２００ｍｍ）によって、シリンダー温度２３０℃で溶融混練した後、Ｔ－
ダイより、ダイ温度２３０℃でシート状に押し出した。このシート状物を、冷却ロールに
よって冷却して、幅６４０ｍｍ×厚み０．７ｍｍのシートを製造した。エアギャップは２
００ｍｍとし、引き取り速度は５．５ｍ／分とした。シーティング後、金型を用いて、図
１で示す容器を成形し、１日間室温で放置した。得られたシートのＤＤ量及び容器の表面
抵抗値を測定した結果を表１に示す。
【００５９】
【表１】
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【００６０】
　表１の結果より、特に実施例１～ のシートは、帯電防止性及び二次成形性のいずれも
優れている。これに対して、比較例２のシートは、帯電防止性が充分でない。
【００６１】
　なお、透過型電子顕微鏡観察の結果、実施例１のシートは、表面近傍で、（Ｂ）ポリエ
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チレン系樹脂が面方向に伸びた状態で、（Ａ）ポリプロピレン系樹脂との両連続相を形成
し、シート内部では、（Ｂ）ポリエチレン系樹脂が分散相で（Ａ）ポリプロピレン系樹脂
がマトリックスである海島構造を形成しているのが確認された。これに対して、
のシートでは、実施例１に比べて、低粘度の（Ｂ）ポリエチレン系樹脂を使用しているに
もかかわらず、（Ｂ）ポリエチレン系樹脂が分散相で、（Ａ）ポリプロピレン系樹脂がマ
トリックスである海島構造を形成しているのが確認された。
【図面の簡単な説明】
【図１】実施例及び比較例で得られた容器の概略断面図である。

【 図 １ 】
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